


食品の安全性の観点からより不安を感じているもの  
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食品安全モニター・アンケート調査「食の安全性に関する意識調査」（食品安全委員会‥平成15年9月）より抜粋 3  
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食品に残留する農薬等へのポジティプリスト制度の導入－2  

ポジティプリスト制度の導入】（平成18年5月29日施行  

農薬、飼料添加物及び動物用医薬品  

食品の成分に係る規格  
（残留基準）が定めら  

れていないもの  

食品の成分に係る規格（残留基  
準）が定められているもの  

ポジティプリスト制度の施  
行までに、現行法第11葉  

菜1項に墨つき、農薬取締  
法に基づく基準、国際基準、  
欧米の基準等を踏まえた基  
準を設定  

人の健康を損なう  
おそれのない量と  
して厚生労働大臣  
が一定量を告示   

（一律基準）   

凸  
一定量（0．01ppm）を  
超えて農薬等が残留す  
る食品の販売等を禁止  

農薬取締法に基づく登録等と  
同時の残留基準設定など、残  
留基準設定の促進  

，丁一  
残留基準を超えて農薬等が残  
留する食品の販売等を禁止  
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食品添加物の指定（食品衛生法第10彙）  

○ 厚生労働大臣が定めたもの以外の製連．輸入、使用、販売   
等は禁止   

○ ただし，  
（彰一般に飲食に供されるもので添加物として任用されるもの   
②天然香料   

については規制対象外   

○ 未指定の添加物を使用した場合には食品衛生法需用豪速辰   
となる。  
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我が国で使用が認められている食品添加物の種類  
（平成19年1月現在）  

指定添加物（364品目）厚生労働大臣が定めたもの。  

既存添加物（450品目）平成7年の改正食衛法により、範囲   
が化学合成品のみからすべての添加物（天然物を含む）に   

拡大。法改正時に、既に日本で広く使用され、長い食経   
験があるものは、法改正後もその使用、販売等が認められ   
ている。（既存添加物名簿）  

天然香料（約600品目）動植物から得られる天然物質で、   
香り付けの目的で使用するもの。  

一般飲食物添加物（約100品目）一般に飲食されているが、   
添加物としても使用するもの。  
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平成用年度輸入食品藍欄雇導計画  

監視結果（中間報告）   

年度途中、年度終了後、計画に基づく監視結果を公表   
平成18年4月～9月までの結果を11月に公表）  

1．届出・検査・違反状況   

届出件数‥・923，968件、検査総数‥・94，920件（検査率10．3％）  

違反件数・‥629件  

2．主な違反事例  

3．モニタノング検査実施状況   

計画数約78，000件に対し、実施率約52％（平成18年4月～9月）  

4．モニタノング検査強化対象品目  
20カ国・1地域 56品目  

5．検査命令移行品目   
10カ国・1地域 22品目  

6．主な検査命令対象品目、違反状況   

対象品目数：全輸出国15品目及び28カ国・1地域の149品目   

（平成18年9月30日現在）  

（本年度は  
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♯入時の検主における主な土晶衛生法違反内容   

（平成Ⅷ年度中同報告）  

違反条文  違反 件数  構成比（％）   主な違反内容  

有毒・有害物賢等を  とうもろこし、落花生、ハトムギ、ピスタチオナッツ、とうがらし（香辛料  

6   含有する食品等の販  
等）等のアフラトキシンの付着、有毒魚の混入、下痢性■麻痺性貝毒の  

23．7                検出、キャッサバ等によるシアン化合物の含有、米の輸送時における  
売等の禁止   事故による腐敗・変敗tカビの発生等  

サイクラミン酸、ポリソルベ－ト、TBHQ、アゾルビン等の指定外添加物  

10  指定外添加物の販売  56   8．5  

野菜及び乾燥野乗の成分規格違反（農薬の残留基準違反）  
規格基準に違反する   水産物及びその加工品の成分規格違反（抗菌性物質の含有）  皿    434   66．0  
止  添加物の使用基準違反：ソルビン酸、安息香酸等  

過量残存：乾燥野菜の二酸化硫黄等  

規格基準に違反する  
18   器具・容器包装の販  12   1．8   器具・容器包装の規格基準違反  

原材料の材質別規格違反  
売等の禁止  

計  
658（廷数）  

629（違反届出件数）  

※平成18年4月－9月分集計1   
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rヰ■t晶」に関する取り組みについて  

「健康食品」とは  

健康の保持増進に資する食品として販売・利用されている食品全般について「健康食品」と呼ばれることがありま  
すが法令に定義されている「保健機能食品」を除いた「いわゆる健康食品」については、明確な定義はありません。  

有効性について  安全性について  

○保健機能食品（「健康食品」のうち、国が制度化しているもの）   
特定保健用食品  
特定の保健の用途に資することを目的として、健康の維持増  
進に役立つ又は適する旨の表示について厚生労働大臣が個  
別に許可又は承認した食品   

栄養機能食品  
定められた規格基準に適合していれば、国への許可申請や  
届出なくして、厚生労働省が指定した栄養成分の機能を表示  
できる食品   

○健康の保持増進効果等の虚偽・誇大広告等の   
禁止  

食品として販売されている物について、健康の保持増進の効果  
等に関し、・著しく事実に相違する  

・著しく人を誤認させる  
ような広告等の表示をしてはならない。   

一般食品における安全性確保に加え、特殊な  
方法により摂取する食品等の暫定流通禁止措  
置  

健康食品制度の見直し  

○表示内容の充実  （平成17年2月1日）  
・特定保健用食品制度の見直し  

○表示の適正化  
・栄養機能食品にふさわしくない表示を禁止するなど、   
保健機能食品における表示規制を強化  

○安全性の確保  
・錠剤■カプセル状等食品の、適正製造規範（GⅣ『）ガイド   
ライン、原材料の安全性自己点検ガイドラインの作成  

安全性・有効性の情報について  

独立行政法人国立健康・栄養研究所ホームページ「「健康食晶」の安全性■有効性情軌→http／／wwwnlhgo」p／elkem′   
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国産牛のBSE対策（と畜場）  

すべての牛の特定部位を除去、焼却   

21ケ月齢以上の牛について検査を実施  
（20ケ月齢以下は自治体が自主的に検査）  

平成17年8月1日～  
なお、制度変更に伴い生じかねない消費者の不安な心理を払  

拭し、生産一流通の現場における混乱を回避する観点から、2  

1ケ月齢未満の牛について地方自治体が自主検査を行う場合  

は、経過措置（最長3年：平成20年7月まで）として引き続き国  

庫補助を行う。  

と畜場におけるBSE検査結果  

検査頭数   BSE確認頭数   

平成13年度   523，591   2   

平成14年度   1，253，811   4   

平成15年度   1，252，630   3   

平成16年度   1，265，631   3   

平成17年度   1，232，255   5   

平成18年度   1，218，303   3   

合 計   6，746，221   20   

※ 平成13年9月に干葉県で確認された1例目、死亡牛検査で確認された  
11例を含め、国内では32頭がBSEとして確認  
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原風物薫別食中毒発生状況（平成17年）  

事件数（件）  発生率（％）  患者数（人）  死者数（人）  

細菌  1，065   68．9   16，678   

カンピロバククー・   
645   41．7   3，439  ジェジュニ／コリ  

サルモネラ属菌   144   9．3   3，700   

腸炎ビブリオ   113   7．3   2，301  

その他   163   10．6   7，238  

ウイルス※  275   17．8   8，728  

化学物質  14   0．9   111  

植物性自然毒  58   3．8   210   4  

動物性自然毒  48   3．1   75   2  

その他  8   0．5   8  

不明  77   5．0   1，209  

総数  1，545   100．0   27，019   

※：ノロウイルスが274件であった。  
－ー   
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食中毒防止対策  

食品衛生監視の現状  発生、被害拡大防止の取り組み  

0夏季、年末食品一斉取締り（平成17年度）  
・食品関係営業施設の立入検査、食品収去試験   
立入検査 夏季752，214施設、年末477，135施設   

収去試験 夏季57，984検体、年末〕2，220検体  

○学校給食施設等の一斉点検  
・学校給食施設16，581施設（2000年）、社会福祉給食   
施設31，943施設（2002年）の点検を実施  

○食品の食中毒菌汚染実態調査（平成18年度）  

・カット野菜、ミンチ肉、生食用牛レバー生食用かき等  
の2，588件の検査を実施  

○食中毒の調査の要請  
・必要に応じ、厚生労働大臣が都道府県知事等に   
調査、報告を要請  

○都道府県等とのネットワーク  
・食品保健総合情報処理システムの活用  

○食品営業施設の監視指導（平針7年度）  

■調査・監視指導施設数 3、854，122   

・うち処分件数 5，117  

0収去試験（平成17年度）   

・総収去検体数 172，45l   

・うち不良検体数 l，277  

企業等の取り組み  

○食品衛生管理者等の設置  

○コンプライアンス（法令遵守）  

○従業員の衛生教育等の実施  

○業界団体（社団法人日本食品衛生協  

会等）等を通じた情報収集、  

食品衛生思想の普及啓発  
○仕入れ先の名称等の記録保存  
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